
「日本企業の人的資本経営取り組み実態調査」
人的資本経営の現状と課題 開示と実践の加速に向けて

～年間売上1,000億円以上の日本企業の改革推進者約399人へ調査～
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本資料の構成

1. 人的資本経営とは

2. 日本企業の人的資本経営取り組み実態調査
～人的資本経営の現状と課題～

3. 人的資本経営の開示と実践の加速にむけて
～人的資本改革コンサルティングチーム設立について～



人的資本経営とは
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スピーカー紹介

斎藤岳（さいとうがく）
執行役員 プリンシパル
戦略ビジネスユニット ビジネスユニット長

■経歴
・製造業、情報通信/サービス、小売業/卸業、金融、総合商社、独立行政法
人などの幅広い業界にてコンサルティングに従事

・近年は先端デジタルテーマ×戦略のコンサルティングに多く関わる

・認定プロフェッショナルビジネスコーチ

■ 書籍
・ 1回の会議・打合せで必ず結論を出す技術（東洋経済新報社）
・ロジカルセリング（共著、東洋経済新報社）
・ EV・自動運転を超えて“日本流”で勝つ（日経BP）
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人的資本経営の定義と注目される背景

人的資本経営が注目される背景

人的資本経営の定義

 人材を「資本」として捉え、その価値を最大限に引き出すことで、中長期的な企業価値向上につなげる
経営のあり方 出典：経済産業省ホームページ 人的資本経営 ～人材の価値を最大限に引き出す～

データによる有効性の証明
デジタルの進化を受けて統計的に人的資本投資の

企業価値への影響が実証され始めている

失われた30年に対する打ち手
日本の生産性向上のためには無形資産投資が

必要であり人的投資の重要性も高い

産学官連携で実行を後押し
人的資本経営の実現を後押しする人的資本経営
コンソーシアムのような活動が各所で実施

(その他、人的資本可視化指針発表・人材版伊藤レポート発行etc…)

参考：厚生労働省 労働生産性向上に向けた我が国の現状と課題参考︓柳良平 「知的資本のPBRへの遅延浸透効果」 参考：経済産業省 人的資本可視化指針/人的資本コンソーシアム設立
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人的資本経営における開示と実践

先述の人的資本経営コンソーシアムでは、開示分科会と実践分科会を設置しており、人的資本経営の
取り組みが開示のみにとどまらないことを強調している。
この機運を形式的な開示で終わらせず、実践を伴った企業価値向上につながる取り組みとするために、
今回、開示と実践の両面からその取り組み状況と推進の課題について調査を実施した。

開示の取り組み 実践の取り組み

主に投資家への要望に応えるため、
人的資本情報を外部に対して説明する取り組み

内部的に人的資本情報のKPI管理を行い、
その投資対効果をモニタリングしながら、
人的資本に継続的な投資を行う取り組み

人的資本経営
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参考｜企業価値を向上させるESG指標TOP12

参照：企業価値を向上させるESG指標TOP30 アビームコンサルティング



日本企業の人的資本経営取り組み実態調査

人的資本経営の現状と課題
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日本企業の人的資本経営取り組み実態把握のためのサーベイを実施

サーベイの目的  日本企業の人的資本経営の取り組みの現状の把握
 人的資本経営の取り組みを推進するうえでの課題・成功要因の特定

※人的資本経営の意思決定に関与したことがある人事・経営企画組織所属の回答者に限定し、サーベイを実施
調査期間：2022年9月14日～9月16日

回答者の属性（N＝399）

40%

23%

37%
10,000億円以上 1,000億円以上～

5,000億円未満

5,000億円以上～
10,000億円未満

46%

44%

10%

役員以上

課長

部長

業種 売上規模 役職

28%

19%
18%

30%

6%
製造

その他

金融

流通

サービス・
インフラ
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サーベイの主な項目と分析方法

直近5年間の売上実績の年平均成長率別の分類（N＝399※）

23%

58%

17%

成長率分類

成長企業(10%以上)

堅調企業(0以上～10%未満)

マイナス成長企業
(0%未満)

分からない1.3%

今回の結果を直近5年間の売上実績の
年平均成長率別に以下のように分類

成長企業

堅調企業

マイナス成長企業

年平均売上成長率
10%以上

年平均売上成長率
0%以上～10%未満

年平均売上成長率
0%未満

１．人的資本経営の認知と取り組み意思・目的

サーベイの主要項目 サーベイの分析方法

２．人的資本経営の取り組み状況と課題

３．人的資本経営の成否の分水嶺
B. 【比較分析】

以下のように企業の成長率別に集計し結果を比較

A. 【全体集計】
全体の回答結果を記述的に集計

※「分からない」を除くとN=393となる。成長率別分類を用いた分析は、「分からない」を除いて分析している。
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調査結果から明らかになった現状と3つの発見

「内部の改革」が
「外部へのアピール」より重要

「事業戦略との連動」「基盤づくり」
「ステークホルダーとの対話」が推進の三本柱

「日本の独自性」「人事のデジタル化」
両輪での検討がカギ

外部への
アピール

内部の
改革 事

業
連
動

基
盤
づ
く
り

対
話

日本の
独自性

人事の
デジタル化

3つの発見

人的資本経営の現状

既に広く認知され、喫緊の課題とされている
一方で、まだ多くがスタートラインにも立てていない

成長企業は理解、推進ともに一歩先をいっている
特に開示よりも実践で大きく先行している
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既に広く認知され、喫緊の課題とされている

人的資本経営という言葉の認知は92.7%と普及している一方、理解しているのは38.6%にとどまる。
また、開示・実践の取り組みともに、3年以内に取り組みを開始したいとの回答については7割を超えている。

人的資本経営に関する認知・理解・取り組み意思について

92.7%

38.6%

聞いたことがある 理解している

人的資本経営についての認知・理解 開示の取り組みの意思

22.3%37.8% 12.5%6.8% 20.6%

「今後対応を開始する意思がある」のが93.2%

「既に開始している」「3年以内に対応を開始する意思がある」のが72.6%

既に開始している
1年以内には対応を開始したい
1～3年以内には対応を開始したい
将来的には対応を開始したい
今後とも特に対応する意思はない

実践の取り組みの意思

22.3%37.8% 12.5%6.8% 20.6%

「今後対応を開始する意思がある」のが93.2%

「既に開始している」「3年以内に対応を開始する意思がある」のが75.2%

既に開始している
1年以内には対応を開始したい
1～3年以内には対応を開始したい
将来的には対応を開始したい
今後とも特に対応する意思はない

差が54.1%



©2022 ABeam Consulting Ltd.confidential12

一方で、まだ多くがスタートラインにも立てていない

人的資本経営に関する取り組みについて、開示および実践ともに約半数以上が「未検討」または
「情報収集・推進検討中」であり、多くがスタートラインにも立てていない。

人的資本経営に関する取り組み状況について

開示の取り組みの状況 実践の取り組みの状況

9.5% 36.3% 11.3%42.9% 19.8% 11.5%14.3%44.6%9.8%

未検討
情報収集・推進検討中
一部の指標に対して、社内外に開示している
ISO30414に基づく網羅的な指標に対して社内外に開示し、認証を取得している

導入中
情報収集・推進検討中
未検討

一部組織で運用中
全社で運用中

「未検討」「情報収集・推進検討中」が52.4% 「未検討」「情報収集・推進検討中」が54.4%
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調査結果から明らかになった現状と3つの発見

外部への
アピール

内部の
改革 日本の

独自性
人事の

デジタル化

3つの発見

人的資本経営の現状

認知は広く普及し、喫緊の課題とされている
一方で、まだ多くがスタートラインにも立てていない

成長企業は理解、推進ともに一歩先をいっている
特に開示よりも実践で大きく先行している

事
業
連
動

基
盤
づ
く
り

対
話

「内部の改革」が
「外部へのアピール」より重要

「事業戦略との連動」「基盤づくり」
「ステークホルダーとの対話」が推進の三本柱

「日本の独自性」「人事のデジタル化」
両輪での検討がカギ
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成長企業は理解、推進ともに一歩先をいっている

成長企業は、堅調企業・マイナス成長企業に比べ、「理解している」割合に大きな差が開いている。
また、開示・実践ともにその推進についても大きな差が開いている。

人的資本経営に関する認知度・理解度/取り組み状況の比較

53.8%
56.7%

51.6%

35.6%

42.7% 42.0%

29.4%

35.8%

30.2%

成長企業 堅調企業 マイナス成長企業

人的資本経営について
「理解している」

開示の取り組みについて
「指標を社内外に開示している」

実践の取り組みについて
「既に導入・運用を開始している」

1.82倍
1.58倍

1.71倍
1.51倍

1.33倍
1.23倍
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成長企業は、特に開示よりも実践で大きく先行している

領域別の開示の取り組みを比較したところ、
成長企業は、開示の取り組みにおいて領域全般で一歩リードしている。

人的資本経営の開示の取り組みに関して「社内外への開示」まで至っている回答数
※ISO30414に基づく11領域

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

11.労働力の可用性(分類別従業員数、フルタイム換算人数など)

10.サクセッションプラン(後継者の準備率、育成の進捗率など)

9.スキルと能力(従業員のスキルとレベル、人材育成コストとROIなど)

8.採用・異動・離職率(採用までのリードタイム、質、内部異動率、離職率など)

7.生産性(従業員当たりの利払い・税引き前利益(EBIT)、人的資本のROIなど)

6.組織の健康や安全・ウェルビーイング(労働災害件数、死亡数など)

5.組織風土(エンゲージメント、コミットメントなど)

4.リーダーシップ(リーダーへの信頼度、スパンオブコントロールなど)

3.ダイバーシティ(性別別従業員数、経営層の多様性など)

2.コスト(総雇用コスト、採用コスト、離職コストなど)

1.コンプライアンス及び倫理(懲戒種別の件数、苦情種別の件数など)

成長企業 堅調企業 マイナス成長企業
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成長企業は、特に開示よりも実践で大きく先行している

開示以上に実践の取り組みにおいて、成長企業は、領域全般で先行している。
特に、開示と比して実践において、堅調企業との差が大きくなっている。

人的資本経営の実践の取り組みに関して「投資の効果も評価する」まで至っている回答数

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

11.労働力の可用性(分類別従業員数、フルタイム換算人数など)

10.サクセッションプラン(後継者の準備率、育成の進捗率など)

9.スキルと能力(従業員のスキルとレベル、人材育成コストとROIなど)

8.採用・異動・離職率(採用までのリードタイム、質、内部異動率、離職率など)

7.生産性(従業員当たりの利払い・税引き前利益(EBIT)、人的資本のROIなど)

6.組織の健康や安全・ウェルビーイング(労働災害件数、死亡数など)

5.組織風土(エンゲージメント、コミットメントなど)

4.リーダーシップ(リーダーへの信頼度、スパンオブコントロールなど)

3.ダイバーシティ(性別別従業員数、経営層の多様性など)

2.コスト(総雇用コスト、採用コスト、離職コストなど)

1.コンプライアンス及び倫理(懲戒種別の件数、苦情種別の件数など)

成長企業 堅調企業 マイナス成長企業
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調査結果から明らかになった現状と3つの発見

「内部の改革」が
「外部へのアピール」より重要

「日本の独自性」「人事のデジタル化」
両輪での検討がカギ

内部の
改革 日本の

独自性
人事の

デジタル化

3つの発見

人的資本経営の現状

認知は広く普及し、喫緊の課題とされている
一方で、まだ多くがスタートラインにも立てていない

成長企業は理解、推進ともに一歩先をいっている
特に開示よりも実践で大きく先行している

外部への
アピール

事
業
連
動

基
盤
づ
く
り

対
話

「事業戦略との連動」「基盤づくり」
「ステークホルダーとの対話」が推進の三本柱
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「内部の改革」が「外部へのアピール」より重要
成長率分類別にどの理由を重視しているか把握するため、全回答の総数に対する各回答の比率を比較※。
結果、開示についてマイナス成長企業は「外部へのアピール」をより重視しており、成長企業は開示の
取り組みを機に「内部の改革」に踏み込もうとする意思がより高いという結果が確認された。

人的資本経営の開示に取り組むべき理由の比較

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

株価へのポジティブな影響が期待できるから

従業員のエンゲージメントが高まると期待できるから

説明責任を通して経営層の意識を変えることができるから

従業員の労働生産性が高まることが期待できるから

ESG/サステナビリティ関連の格付けの向上が期待できるか
ら

投資家への説明責任を果たす必要があるから

企業ブランドの向上が期待できるから

成長企業 堅調企業 マイナス成長企業

外部へのアピール

内部の改革

企業価値の向上

※開示の回答を成長率分類別に全て合計したうえで、
各回答の比率を計算。
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「内部の改革」が「外部へのアピール」より重要

実践についても開示と同様の分析を行った。概ね開示と似た傾向だが、従業員エンゲージメントと
株価への影響については結果が逆転した。実践についてマイナス成長企業は、外部へのアピールとエンゲー
ジメント向上の取り組みと考えており、成長企業は企業価値向上につながる取り組みと考えている。

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

株価へのポジティブな影響が期待できるから

従業員のエンゲージメントが高まると期待できるから

説明責任を通して経営層の意識を変えることができるから

従業員の労働生産性が高まることが期待できるから

ESG/サステナビリティ関連の格付けの向上が期待できるから

投資家への説明責任を果たす必要があるから

企業ブランドの向上が期待できるから

成長企業 堅調企業 マイナス成長企業

外部へのアピール

内部の改革

企業価値の向上

︕

︕

人的資本経営の実践に取り組むべき理由の比較

※実践の回答を成長率分類別に全て合計したうえで、
各回答の比率を計算。
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調査結果から明らかになった現状と3つの発見

「内部の改革」が
「外部へのアピール」より重要

「日本の独自性」「人事のデジタル化」
両輪での検討がカギ

内部の
改革 日本の

独自性
人事の

デジタル化

3つの発見

人的資本経営の現状

認知は広く普及し、喫緊の課題とされている
一方で、まだ多くがスタートラインにも立てていない

成長企業は理解、推進ともに一歩先をいっている
特に開示よりも実践で大きく先行している

外部への
アピール

「事業戦略との連動」「基盤づくり」
「ステークホルダーとの対話」が推進の三本柱

事
業
連
動

基
盤
づ
く
り

対
話
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「事業戦略との連動」「基盤づくり」「ステークホルダーとの対話」が推進の三本柱

開示については、取り組みの「初手」や前提となる立ち上げ・基盤整備に関わる課題、すなわち全体像の
把握やガイドラインの理解、データ基盤の整備が多く挙げられた。実践については、取り組みの「根幹」とな
る適切なKPI設定・効果的な施策の立案・投資家/事業との連携に関わる課題が多く挙げられた。

人的資本経営に関する取り組みを推進する上での課題

38%

38%

38%

34%

31%

29%

16%

15%

14%

12%

4%

1%

データ収集・可視化基盤の整備

人的資本経営の開示におけるやるべきことの全体像の把握

従うべき開示のガイドライン、標準規格の選択・理解

人的資本投資の財務指標への影響の説明

開示/非開示の指標の切り分け・効果的なストーリー作成

推進における人材確保(プロジェクトマネジメント、
ISO30414専門家、データ分析)

CEO/CFOとの一体感醸成

ISO30414の認証取得

伴走するパートナー企業の選定

競合への情報開示・比較されることへの懸念

当てはまるものはない

その他

46%

42%

34%

34%

33%

32%

28%

24%

15%

9%

5%

1%

企業価値につながる適切なKPIの設定

推進における人材確保(プロジェクトマネジメント、
デジタライゼーション、データ分析)

人的な重要課題(マテリアリティ)を定義する
上での事業・投資家との連携

効果的な施策の立案

データ収集・可視化基盤の整備

人的資本経営の実践におけるやるべきことの全体像の把握

施策の優先順位付け

施策の効果の継続的なモニタリング

CEO/CFOとの一体感醸成

伴走するパートナー企業の選定

当てはまるものはない

その他

開示 実践初手となる基盤づくり 根幹となる事業戦略との連動
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「事業戦略との連動」「基盤づくり」「ステークホルダーとの対話」が推進の三本柱

成長企業は概ね全ての項目について、より課題を認識しており、特に「データ収集・可視化基盤の整備」に
ついてよりマイナス成長企業より18ポイント多く課題として認識している。

人的資本経営の開示の取り組みを推進する上での課題

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

人的資本経営の開示におけるやるべきことの全体像の把握

従うべき開示のガイドライン、標準規格の選択・理解

人的資本投資の財務指標への影響の説明

推進における人材確保(プロジェクトマネジメント、ISO30414専門家、データ分析)

開示/非開示の指標の切り分け・効果的なストーリー作成

データ収集・可視化基盤の整備

ISO30414の認証取得

CEO/CFOとの一体感醸成

伴走するパートナー企業の選定

競合への情報開示・比較されることへの懸念

成長企業 堅調企業 マイナス成長企業

︕データ収集・可視化基盤の整備
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「事業戦略との連動」「基盤づくり」「ステークホルダーとの対話」が推進の三本柱

実践については成長企業は「人的な重要課題(マテリアリティ)を定義する上での事業・投資家との連携」と
「施策の優先順位付け」について、マイナス成長企業より約20ポイント多く課題として認識している。
成長企業は投資家との対話に加え、事業との連動を通した本質の理解が非常に重要であると考えている。

人的資本経営の実践の取り組みを推進する上での課題

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

人的資本経営の実践におけるやるべきことの全体像の把握

人的な重要課題(マテリアリティ)を定義する上での事業・投資家との連携

企業価値につながる適切なKPIの設定

推進における人材確保(プロジェクトマネジメント、デジタライゼーション、データ…

効果的な施策の立案

施策の優先順位付け

施策の効果の継続的なモニタリング

データ収集・可視化基盤の整備

CEO/CFOとの一体感醸成

伴走するパートナー企業の選定

成長企業 堅調企業 マイナス成長企業

︕

︕

施策の優先順位付け

人的な重要課題(マテリアリティ)を定義する上での事業・投資家との連携
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「事業戦略との連動」「基盤づくり」「ステークホルダーとの対話」が推進の三本柱

人的資本経営に取り組むべき理由の上位5つから、日本企業は投資家、顧客、従業員、労働市場に対する
影響を重要視していると考えられる。開示と実践ともに同様の結果となっている。
よって、人的資本経営の推進においては、多様なステークホルダーとの「対話」を適切に行う必要がある。

人的資本経営に取り組むべきだと考える背景・理由

50%
49%

44%
38%
38%

33%
31%

27%
27%

16%
16%

1%
1%

従業員の労働生産性が高まることが期待できるから

人的資本に関する説明責任を通して経営層の意識を変えることができるから

投資家への説明責任を果たす必要があるから

企業ブランドの向上が期待できるから

従業員のエンゲージメントが高まると期待できるから

採用力が高まると期待できるから

その他

ESG/サステナビリティ関連の格付けの向上が期待できるから

株価へのポジティブな影響が期待できるから

政府/金融市場からの要求に応える必要があるから

他社が同様の取り組みを開始しているから

資金調達に関する交渉力が高まると期待できるから

そもそも人的資本経営の開示に取り組む必要はない

48%
47%

38%
41%

34%
32%
31%

25%
27%

22%
17%

1%
1%

開示 実践
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調査結果から明らかになった現状と3つの発見

「内部の改革」が
「外部へのアピール」より重要

「日本の独自性」「人事のデジタル化」
両輪での検討がカギ

内部の
改革 日本の

独自性
人事の

デジタル化

3つの発見

人的資本経営の現状

認知は広く普及し、喫緊の課題とされている
一方で、まだ多くがスタートラインにも立てていない

成長企業は理解、推進ともに一歩先をいっている
特に開示よりも実践で大きく先行している

外部への
アピール

事
業
連
動

基
盤
づ
く
り

対
話

「事業戦略との連動」「基盤づくり」
「ステークホルダーとの対話」が推進の三本柱
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「日本の独自性」「人事のデジタル化」両輪での検討がカギ

人的資本経営も同様に、日本の制度・文化といった独自性の理解が重要であると67.4%が考えている。
海外発のトレンドである成果主義などの人事改革について、87.4%が既に取り組んだことがあると回答してお
り、そのうち、海外の仕組みをそのまま取り入れたのは6%に過ぎなかった。

人的資本経営の取り組みを成功に導くうえで、日本の制度・文化を理解した上で進めるべき、
という意見についてどのように考えるか

0.5%

6.3%

25.8%48.1%19.3%

7.9%
4.9%

24.3%31.5%31.5%

7.7%6.0% 53.6% 32.7%そう思う

そう思わない
非常にそう思わない

どちらともいえない

非常にそう思う肯定的回答が67.4%

海外の仕組み(制度やパッケージシステムなど)をそのまま導入した

この中にはない

海外仕組みを参考にしながらも、日本の制度・文化に応じてカスタマイズした
日本の制度・文化から独自の新たな仕組みとして再構築した

海外発のトレンドである、その他の人事改革
海外発のトレンドである人事改革には取り組んだことがない

タレントマネジメント導入

成果主義導入
ジョブ型制度導入

これまで導入したことのある海外発の人事改革

上記の際の対応方法
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「日本の独自性」「人事のデジタル化」両輪での検討がカギ

二つ目の成否の分水嶺として、人的資本経営を推進するには人事のデジタル化が必要と70.9%が考えている。
一方で、そのための課題としては推進する人材確保や、社員一人ひとりに対するパーソナライズされた施策
実現、それを可能とするAIの活用などが挙げられている。またポイントソリューションの乱立や、その結果
必要となるデータ収集・統合といった観点からの課題も認識されている。

人的資本経営を推進する上で、人事のデジタル化が必要、という意見についてどのように考えるか

0.0%

5.5%

23.6%50.1%20.8%

44%

41%

38%

37%

36%

31%

15%

10%

6%

1%

社員一人一人にパーソナライズされた施策の実現

推進における人材確保(プロジェクトマネジメント、
デジタライゼーション、データ分析)

AIの活用

不足するデータの収集

伴走するパートナー企業の選定

企業内における人材関連ソリューション
(タレマネ、サーベイ、サンクスポイント、社内SNS等々)

の乱立・機能重複

既存データの統合・活用

CEO/CFOとの一体感醸成

当てはまるものはない

その他

非常にそう思う

どちらともいえない
そう思わない
非常にそう思わない

そう思う
肯定的回答が70.9%

人事のデジタル化を推進する上での課題
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調査結果から明らかになった現状と3つの発見

「内部の改革」が
「外部へのアピール」より重要

「事業戦略との連動」「基盤づくり」
「ステークホルダーとの対話」が推進の三本柱

「日本の独自性」「人事のデジタル化」
両輪での検討がカギ

外部への
アピール

内部の
改革 事

業
連
動

基
盤
づ
く
り

対
話

日本の
独自性

人事の
デジタル化

3つの発見

人的資本経営の現状

既に広く認知され、喫緊の課題とされている
一方で、まだ多くがスタートラインにも立てていない

成長企業は理解、推進ともに一歩先をいっている



Appendix:業界別比較ハイライト
日本企業の人的資本経営取り組み実態調査
人的資本経営の現状と課題
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理解度は金融が最も高く、将来的にも100%近くが対応する意思がある

人的資本経営の理解度は、金融が最も高く、次いでインフラ・サービス、製造、小売・物流となっている。
金融はほぼ開示・実践ともにほぼ100%が将来的に対応する意思がある。コーポレートガバナンスコードへの
人的資本に関する明記などを受け、金融業界においてはホットなトピックとなっていると考えられる。

人的資本経営に関する理解度/取り組み意思

48.8%

98.8% 97.7%

43.3%

92.4% 91.8%

32.1%

90.9% 90.2%

27.7%

86.8% 89.2%

金融 インフラ・サービス 製造 物流・小売

人的資本経営について
「理解している」

開示の取り組みについて
「既に開始している/

将来的に対応する意思がある」

実践の取り組みについて
「既に開始している/

将来的に対応する意思がある」
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実践の取り組みの進捗については項目ごとに業界の特徴が表れている

人的資本経営の実践の進捗は、製造、インフラ・サービス、金融、小売・物流と順番が異なる。
人的資本経営の取り組みは海外が先行しており、製造などの多くはグローバル展開をしており、
そういったプレッシャーが一層強いと考えられる。また項目ごとの進捗には業界の特徴が表れている。

人的資本経営の実践に関する取り組みの進捗

20.9%

36.1%

46.5%

22.2%

45.5%

38.7%

22.4%

47.7%

40.6%

14.4%

36.0%
39.6%

金融 インフラ・サービス 製造 物流・小売

実践の取り組みについて
「既に開始している」

健康・安全・ウェルビーイングについて
「KPI設定および改善アクションを講じている、

ないしはその効果の評価も行っている」

エンゲージメント・コミットメントの取り組みについて
「KPI設定および改善アクションを講じている、

ないしはその効果の評価も行っている」

人的資本経営の取り組みは海外が先行しており、金融は日
本でのビジネスが中心の地銀などが含まれるため、海外市
場や投資家からのプレッシャーが弱いと考えられる。一
方、製造などはグローバルでビジネスを展開している企業
も多く、そういったプレッシャーや期待が一層強いと考え
られる。

製造業やインフラ・サービス業界
では労災件数などはKPI管理を基に
改善サイクルが他の業界と比較し
てかねてより確立されている。

日本の地銀などはPBRが0.2前後で
あったり、メガバンクでも0.5に満
たない企業もある。かつてのよう
に花形業界とは言えない現状があ
り、従業員のエンゲージメントが
引きずられて下がっていることに
課題を感じていると推察できる。



人的資本経営の開示と実践の加速に向けて

人的資本経営コンサルティングチーム設立について
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人的資本経営を実現する上で新たに取り組むべきこと

パーパス・事業戦略

施策立案・改善 情報開示

人材戦略

コミュニケーション戦略

人材マテリアリティ

KGI・KPI設定

採用 育成 配置 評価 処遇 人材保持
代謝

従業員・労働市場とのコミュニケーション・企業文化醸成

投資家

労働
市場

取締役会

従業員

①事業戦略との連動
事業戦略と人材戦略・施策をつなぐ
人材マテリアリティとKGI・KPIの設定

③ステークホルダーとの対話
人材戦略の達成度合・実行進捗を表す

指標の設定とモニタリング・投資家への開示

②基盤づくり
効果的な施策遂行のための業務・データ収集の
基盤のデジタル化、そのための人材の確保

人事DX戦略

顧客

KPIモニタリング
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人的資本経営を実現するために乗り越えるべき課題

①事業戦略との連動
事業戦略と人材戦略をつなぐ

人材マテリアリティとKGI・KPIの設定

②基盤づくり
効果的な施策遂行のための業務・データ収集の
基盤のデジタル化、そのための人材の確保

③ステークホルダーとの対話
人材戦略の達成度合・実行進捗を表す

指標の設定とモニタリング・投資家への開示

CEO/CHROが人的資本経営を推進するにあたって悩むポイント

戦略
(Strategy)

企画
(Planning)

実行
(DX & Realization)

対話
(Dialogue & Disclosure)

事業と連携した自社固有の
課題・指標設定

戦略の実現に繋がる
指標・施策の取捨選択

「ならでは」を表す
制度・施策

PDCAを推進する
基盤整備

効率化・高度化のための
DX推進

企業・人事内の
DXを牽引する人材育成

投資家への
戦略的情報開示

「選び・選ばれる」適切な
エンゲージメント向上

労働市場に魅力を届ける
コミュニケーション
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ABeamが提供するデジタル人的資本経営コンサルティングサービス

デジタル人的資本経営コンサルティングサービス

人材マテリアリティ・
人材戦略策定

人的指標立案・
施策計画検討

人事制度・
施策設計

人的資本経営
モニタリング基盤
構築

人事
デジタライゼーション
推進

DX人材育成・
組織設計支援

人的資本開示戦略・
実行

エンゲージメント向上・
組織風土改革

インナーブランディング
構想

①事業戦略との連動
事業戦略と人材戦略をつなぐ

人材マテリアリティとKGI・KPIの設定

②基盤づくり
効果的な施策遂行のための業務・データ収集の
基盤のデジタル化、そのための人材の確保

③ステークホルダーとの対話
人材戦略の達成度合・実行進捗を表す

指標の設定とモニタリング・投資家への開示

戦略
(Strategy)

企画
(Planning)

実行
(DX & Realization)

対話
(Dialogue & Disclosure)
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デジタル人的資本経営コンサルティングサービスを提供する専門組織の立ち上げ

日本発のリアルパートナー

デジタライゼーションを
核とした総合的サービス

人的資本を論理的・統計的に
語れる専門家集団

人的資本経営
コンサルティングチーム
日本をよく知り、デジタル含めた総合サービス提供できる唯一のパートナー
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ABeamはお客様と共に、
多様な人材がエンゲージメント高く、いきいきと、

イノベーションを生み出していく組織を作ることを通して、
人的資本経営を実現し、企業価値を高めることに貢献します



アビーム、ABeam及びそのロゴは、アビームコンサルティング株式会社の日本その他の国における登録商標です。
本文に記載されている会社名及び製品名は各社の商号、商標又は登録商標です。 ©2022 ABeam Consulting Ltd.
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